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１．調査目的：春季労使交渉・協議の結果や、人事・労務に関するトップ・マネジメント
の意識・意見などを調査するため、1969年から毎年実施している。
本調査結果は、主に「経営労働政策特別委員会報告」（経労委報告）の
重要な参考資料として活用している。

２．調査対象：経団連会員企業（計1,588社）の労務担当役員等

３．調査時期：2025年９～11月

４．集計状況：回答社数349社（回答率22.0％）
このうち集計可能社数は339社
＜内訳＞
産業別：製造業160社（47.2％）、非製造業179社（52.8％）
規模別：従業員500人以上278社（82.0％）、500人未満60社（17.7％）、無回答１社（0.3％）

５．留意点 ：円グラフ及び100％積上げ横棒グラフの場合など、小数点第二位を四捨五
入している関係で100％にならない場合がある。
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調査概要
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労働組合の有無

従業員の過半数で構成する

労働組合のみがある
66.1%

従業員の半数以下で構成する

労働組合のみがある
6.5%

従業員の過半数で構成する労働組合と

半数以下で構成する労働組合の双方がある
2.7%

企業内労働組合はない
24.8%

n=339
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１．2025年春季労使交渉実施の有無

Ⅰ 労使交渉・協議等における議論と結果

行った
75.1%

行わなかったが、

春季以外に行った・行う予定
0.6%

行わなかった
24.3%

n=333



64.3%

95.4%

28.6%

22.8%

2.1%

18.3%

24.5%

21.6%

14.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

定期昇給、賃金体系・カーブ維持分の昇給の実施

（制度昇給の確認を含む）

基本給のベースアップ

（一律配分のほか、重点配分などを含む）

初任給の引上げ

諸手当の増額

割増賃金率の引上げ

有期雇用社員・パートタイム社員などの

賃金引上げ・処遇改善

定年後の継続雇用社員の

賃金引上げ・処遇改善

企業内最低賃金の締結・引上げ

その他
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２．（１）月例賃金

※「その他」の回答としては、「組合員以外の従業員及び関連会社の従業員の賃金水準の引上げ」「一時金アップ」などがあった

（ａ）2025年春季労使交渉における労働組合等の要求項目
（あてはまるものすべて）

n=241
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２．（１）月例賃金

（ｂ）労働組合等の要求項目に対する回答状況

n=27

n=49

n=56

n=42

n=5

n=53

n=63

n=225

n=148

3.4%

13.8%

36.5%

11.3%

9.5%

7.1%

4.1%

14.8%

89.2%

50.2%

44.4%

39.6%

20.0%

61.9%

66.1%

71.4%

59.3%

7.4%

36.0%

19.0%

49.1%

80.0%

28.6%

26.8%

24.5%

25.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要求を上回る 要求通り 要求を下回る

n=241

※「その他」の回答としては、「組合員以外の従業員及び関連会社の従業員の賃金水準の引上げ」「一時金アップ」などがあった

定期昇給、賃金体系・
カーブ維持分の昇給の実施
（制度昇給の確認を含む）

基本給のベースアップ
（一律配分のほか、重点配分などを含む）

初任給の引上げ

諸手当の増額

割増賃金率の引上げ

有期雇用社員・パートタイム社員などの
賃金引上げ・処遇改善

定年後の継続雇用社員の
賃金引上げ・処遇改善

企業内最低賃金の締結・引上げ

その他



66.2%

56.3%

70.6%

23.2%

2.0%

41.0%

37.9%

15.4%

16.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

定期昇給、賃金体系・カーブ維持分の昇給の実施

（制度昇給の確認を含む）

基本給のベースアップ

（一律配分のほか、重点配分などを含む）

初任給の引上げ

諸手当の増額

割増賃金率の引上げ

有期雇用社員・パートタイム社員などの

賃金引上げ・処遇改善

定年後の継続雇用社員の

賃金引上げ・処遇改善

企業内最低賃金の締結・引上げ

その他
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２．（１）月例賃金

（ｃ）労働組合等の要求と関係なく、会社の施策として実施を決定した項目
（あてはまるものすべて）

※「その他」の回答としては、「育児介護休業職場支援金制度の新設」「資格手当制度の新設」などがあった

n=293
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２．（２）2025年の賃金改定における妥結額

※ 月例賃金について、労働組合等の要求に対する回答または会社施策として実施を決定した項目で「定期昇給、賃金体系・カーブ維持分
の昇給の実施」「基本給のベースアップ」と回答した企業が対象

※ 昇給とベースアップの区別のある企業を集計（単純平均）

n=247

率（％）妥結額（円）

2.157,409 昇給分

3.3511,529ベースアップ分

5.5018,938合計
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２．（３）2025年の賃金改定にあたり、特に考慮した要素（２つ）

10.9%

57.9%

33.9%

6.7%

16.4%

3.0%

48.8%

3.0%

33.6%

0.3%

3.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

経済・景気の動向

物価の動向

企業の業績

生産性の向上

雇用の維持・安定

労使関係の安定

人材の確保・定着率の向上

昨年の妥結額・率

世間相場

（社会、業界、グループ関連企業等）

税・社会保険料負担の増大

その他

n=330

※「その他」の回答としては、「人財への投資」などがあった
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２．（４）ベースアップの具体的な配分方法（あてはまるものすべて）

※ 月例賃金について、労働組合等の要求に対する回答または会社施策として実施を決定した項目で「基本給のベースアップ」と回答した
291社のうち、この項目に回答した285社を100として集計

※「その他」の回答としては、「物価影響の大きい管理職以下の階層への重点配分」などがあった

n=285

55.4%

14.4%

22.8%

9.1%

3.5%

1.1%

14.7%

23.9%

5.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

一律定額配分

一律定率配分

若年層（30歳程度まで）へ重点配分

中堅層（30～45歳程度）へ重点配分

子育て世代（20～45歳程度）へ重点配分

ベテラン層（45歳程度以上）へ重点配分

人事評価・成果などに応じた査定配分

職務・資格別の配分

その他



昨年度よりも高い水準の

ベースアップを実施
57.7%

昨年度と同水準の

ベースアップを実施
24.6%

昨年度よりも低い水準の

ベースアップを実施
17.8%
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２．（５）2025年度の月例賃金引上げ状況（昨年度比）

※ 月例賃金について、労働組合等の要求に対する回答または会社施策として実施を決定した項目で「定期昇給、賃金体系・カーブ維持分
の昇給の実施」「基本給のベースアップ」と回答した291社のうち、この項目に回答した281社を100として集計

n=281



n=229
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２．（６）昨年度以上の月例賃金引上げを実施した理由（最もあてはまるもの）

※（５）で、「昨年度を上回る賃金引上げを実施」「昨年度と同水準の賃金引上げを実施」と回答した231社のうち、この項目に回答した229
社を100として集計

24.5%

24.9%

3.5%

20.5%

20.1%

5.2%

0.0%

1.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

物価への対応

人材の確保・定着率の向上

業績の向上・改善などによる利益配分

社員のモチベーション維持・向上

世間相場・競合他社の水準を考慮

初任給引上げに伴う賃金カーブの是正

複数年交渉により今年のベースアップ

実施が決定済み

その他
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２．（７）ベースアップを実施した年度（あてはまるものすべて）

24.1%

50.6%

79.0%

84.5%

86.3%

7.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2021年度

2022年度

2023年度

2024年度

2025年度

2021年度～25年度にベースアップ

は実施していない

n=328
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２．（８）複数年にわたるベースアップの実施有無

※「その他」の回答としては、「労働組合がないため、労使交渉をしていない」などがあった

合意・妥結している
0.6%

議論したが、合意・妥結

には至っていない
6.5%

議論していないが、

会社施策として決定
1.5%

議論していない
85.2%

その他
6.2%

n=325



1.5%

1.9%

15.2%

62.2%

11.8%

1.2%

0.6%

0.0%

5.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

10：０

９：１

８：２

７：３

６：４

５：５

４：６

３：７

その他
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２．（９）非管理職の年間賃金における、基本給（月例賃金）と賞与・一時金の割合

※「その他」の回答としては、「基本給7.5：賞与・一時金2.5」「賞与は業績連動のため割合は決めていない」などがあった

（ａ）現在の割合

n=323

（基本給：賞与・一時金）



0.7%

1.4%

6.5%

16.2%

3.1%

0.3%

0.3%

0.0%

9.3%

62.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

10：０

９：１

８：２

７：３

６：４

５：５

４：６

３：７

その他

今後３年以内に見直しの予定はない
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２．（９）非管理職の年間賃金における、基本給（月例賃金）と賞与・一時金の割合

※「その他」の回答としては、「春季交渉で決定するため未定」「時々の経営状況に応じて判断する」などがあった

（ｂ）今後３年以内に見直しを予定している場合の割合

n=291

（基本給：賞与・一時金）



2.7%

2.7%

24.0%

34.7%

16.0%

4.0%

1.3%

0.0%

14.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

10：０

９：１

８：２

７：３

６：４

５：５

４：６

３：７

その他
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２．（９）非管理職の年間賃金における、基本給（月例賃金）と賞与・一時金の割合

（ｃ）過去３年以内の見直し以前の割合

n=75

※「その他」の回答としては、「基本給7.2：賞与・一時金2.8」「基本給6.5：賞与・一時金3.5」などがあった

（基本給：賞与・一時金）



要求を上回る
5.8%

要求通り
28.7%

要求を下回る
24.9%

交渉による決定ではない

（業績連動方式など）
40.6%

（ｂ）労働組合の要求との比較

増額
55.7%ほぼ同額

28.8%

減額
15.5%

17

（ａ）昨年実績との比較

※ 都度交渉で決定している場合は、2025年夏季について回答
※ 春季労使交渉・協議を行わなかった企業は（ａ）のみ回答

３．（１）賞与・一時金の金額（組合員平均）

n=323 n=293



取り入れている
53.6%

取り入れていない
46.4%

14.5%

8.7%

61.8%

26.6%

24.9%

0% 20% 40% 60% 80%

生産高、売上高を基準とする

付加価値を基準とする

営業利益を基準とする

経常利益を基準とする

その他
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（ａ）業績連動方式を取り入れて
いるか

（ｂ）具体的な基準（取り入れている場合）
（あてはまるものすべて）

３．（２）賞与総額（原資）の決定方法

※（ａ）で「取り入れている」と回答した173社を100として集計
※「その他」の回答としては、「営業利益と当期利益」などがあった

n=339 n=173



検討している

（予定含む）
22.7%

検討していない
77.3%

別途協議
38.2%

上下限超時の水準を

あらかじめ設定
27.4%

その他
5.1%

上下限を

設定していない
29.3%
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（ｃ）上下限を超えた場合の取扱い （ｄ）上下限の見直し

※「その他」の回答としては、「下限のみ設定」があった

３．（２）賞与総額（原資）の決定方法

n=157 n=141



０回
0.3%

1回
0.6%

２回

（夏・冬）
5.1%

３回

（夏・冬・期末）
1.3%

４回以上
0.3%

その他
1.6%

見直しは検討していない
90.7%

1回
1.8%

２回（夏・冬）
87.1%

３回

（夏・冬・期末）
7.5%

４回以上
1.8%

その他
1.8%

20

（ａ）現状の支給回数・時期 （ｂ）今後予定している見直し

※「その他」の回答としては、「決算賞与の支給」があった

３．（３）賞与・一時金の支給回数・時期

※「その他」の回答としては、「３回（６月、８月、12月）」が
あった

n=334 n=312



導入している
55.1%

導入を検討している
1.8%

導入していない
43.1%

引上げ
54.5%

据置き

（2025年から

制度導入を含む）
45.5%

21

４．有期雇用社員・パートタイム社員等の賃金引上げ、処遇改善

（１）昇給制度

（ａ）導入状況 （ｂ）2025年の改定状況（実施予定を含む）

※（ａ）で「導入している」「導入を検討している」と回答した189社のうち、
この項目に回答した178社を100として集計

n=332 n=178



導入している
73.3%

導入を

検討している
1.2%

導入していない
25.5%

増額
24.5%

据置き

（2025年から制度導入を含む）
70.4%

減額
5.2%
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４．（２）賞与・一時金制度

※（ａ）で「導入している」「導入を検討している」と回答した245社のうち、
この項目に回答した233社を100として集計

n=329 n=233

（ａ）導入状況 （ｂ）2025年の改定状況（実施予定を含む）



導入している
26.4%

導入を

検討している
0.6%

導入していない
73.0%

増額
3.6%

据置き

（2025年から制度導入を含む）
96.4%
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４．（３）退職金制度（退職慰労金含む）

※（ａ）で「導入している」「導入を検討している」と回答した89社のうち、
この項目に回答した84社を100として集計

※「減額」の回答はなし

n=330 n=84

（ａ）導入状況 （ｂ）2025年の改定状況（実施予定を含む）



25.6%
20.7%

1.2%
7.9%
4.3%

9.1%
7.9%
6.1%

25.0%
36.6%

23.8%
7.9%
6.1%

11.6%
6.1%

24.4%
11.0%

17.1%
9.8%

15.9%
10.4%

6.1%
24.4%

56.9%
53.0%

7.1%
13.2%

8.5%
15.7%

10.3%
21.7%

38.1%
57.3%

43.8%
16.7%
18.1%
21.7%

14.6%
23.1%
27.4%
29.2%

16.7%
27.4%

39.5%
20.3%

15.3%

24

※「その他」の回答としては、春季労使交渉では「出張時の宿泊料上限の改定」「福利厚生の充実」など、春季労使交渉以外では人事処遇制
度改定」「各種手当の見直し」などがあった

５．（１）賃金以外で労働組合等と議論した項目（あてはまるものすべて）

80% 60% 40% 20% 0% 0% 20% 40% 60% 80%

時間外労働の削減

年次有給休暇の取得促進

裁量労働制の導入・見直し

フレックスタイム制の導入・見直し

勤務間インターバル制度の導入・拡充

テレワーク（在宅勤務制度やサテライトオフィスなど）の導入・拡充

副業・兼業制度の導入・拡充

オフィス環境の改善（フリーアドレス制、バリアフリー設備の導入など）

労働生産性の改善・向上策（業務遂行方法の見直しやデジタル化の推進など）

育児関連施策の導入・拡充

介護関連施策の導入・拡充

治療と仕事の両立支援施策の導入・拡充

退職一時金・年金制度の見直し

法定外福利費の見直し（費用総額、福利厚生施設など）

定年の延長・廃止

定年後継続雇用社員の賃金引上げ・処遇改善

ＤＥＩの推進策（多様な人材の活躍支援）

人材育成施策の導入・拡充（自己啓発・能力開発の支援など）

社員のキャリア形成意識を醸成するための上司・専門家との相談体制

社員の希望するキャリアを実現するための人事制度（休職・異動など）

社員の健康保持・増進策（メンタルヘルス対策、健康づくりへの支援・助成など）

社内外のハラスメント対策の導入・拡充

その他

春季交渉（n＝164） 春季交渉以外（n＝281）



6.7%
5.3%

0.0%
3.3%

0.7%
2.0%

0.0%
1.3%

15.3%
13.3%

1.3%
2.0%

3.3%
3.3%
2.0%

8.7%
3.3%

1.3%
0.7%

6.7%
2.0%
1.3%

16.0%

18.1%
4.2%

0.8%
1.9%

0.0%
1.9%

0.0%
1.5%

13.1%
12.3%

1.5%
0.8%

4.6%
3.1%

5.0%
5.4%

3.1%
2.7%
1.9%

5.4%
3.1%

1.2%
8.5%
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５．（２）賃金以外で労働組合等と議論した項目のうち、最も重視したもの

※「その他」の回答としては、春季労使交渉では「出張時の宿泊料上限の改定」「特別休暇の新設（ウェルネス休暇）」 など、春季労使交渉
以外では「人事処遇制度改定」「寮・社宅制度の見直し」などがあった

30% 15% 0% 0% 15% 30%
時間外労働の削減

年次有給休暇の取得促進

裁量労働制の導入・見直し

フレックスタイム制の導入・見直し

勤務間インターバル制度の導入・拡充

テレワーク（在宅勤務制度やサテライトオフィスなど）の導入・拡充

副業・兼業制度の導入・拡充

オフィス環境の改善（フリーアドレス制、バリアフリー設備の導入など）

労働生産性の改善・向上策（業務遂行方法の見直しやデジタル化の推進など）

育児関連施策の導入・拡充

介護関連施策の導入・拡充

治療と仕事の両立支援施策の導入・拡充

退職一時金・年金制度の見直し

法定外福利費の見直し（費用総額、福利厚生施設など）

定年の延長・廃止

定年後継続雇用社員の賃金引上げ・処遇改善

ＤＥＩの推進策（多様な人材の活躍支援）

人材育成施策の導入・拡充（自己啓発・能力開発の支援など）

社員のキャリア形成意識を醸成するための上司・専門家との相談体制

社員の希望するキャリアを実現するための人事制度（休職・異動など）

社員の健康保持・増進策（メンタルヘルス対策、健康づくりへの支援・助成など）

社内外のハラスメント対策の導入・拡充

その他

春季交渉（n＝150） 春季交渉以外（n＝260）



31.1%

10.8%

2.1%

4.2%

1.7%

3.1%

2.8%

5.6%

42.3%

7.0%

7.7%

3.8%

9.8%

7.3%

12.2%

11.5%

13.6%

24.5%

9.8%

18.2%

20.6%

6.6%

7.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

n=286
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５．（３）賃金以外で労働組合等と議論した項目のうち、今後重視したい項目
（３つまで）

時間外労働の削減

年次有給休暇の取得促進

裁量労働制の導入・見直し

フレックスタイム制の導入・見直し

勤務間インターバル制度の導入・拡充

テレワーク（在宅勤務制度やサテライトオフィスなど）の導入・拡充

副業・兼業制度の導入・拡充

オフィス環境の改善（フリーアドレス制、バリアフリー設備の導入など）

労働生産性の改善・向上策（業務遂行方法の見直しやデジタル化の推進など）

育児関連施策の導入・拡充

介護関連施策の導入・拡充

治療と仕事の両立支援施策の導入・拡充

退職一時金・年金制度の見直し

法定外福利費の見直し（費用総額、福利厚生施設など）

定年の延長・廃止

定年後継続雇用社員の賃金引上げ・処遇改善

ＤＥＩの推進策（多様な人材の活躍支援）

人材育成施策の導入・拡充（自己啓発・能力開発の支援など）

社員のキャリア形成意識を醸成するための上司・専門家との相談体制

社員の希望するキャリアを実現するための人事制度（休職・異動など）

社員の健康保持・増進策（メンタルヘルス対策、健康づくりへの支援・助成など）

社内外のハラスメント対策の導入・拡充

その他

※「その他」の回答としては、「社員のキャリア意識醸成、キャリア自立支援施策の導入」「異動内示時期の前倒し、独身寮の基準見直し」
などがあった



22.5万円未満
7.9%

22.5万円～25万円未満
24.0%

25万円～27.5万円未満
35.6%

27.5万円～30万円未満
17.9%

30万円～32.5万円未満
10.6%

32.5万円以上
4.0%

Ⅱ 初任給
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１．大卒初任給の水準

※ 大卒初任給がコースや職種等で複数ある場合は、対象者が最も多いものを回答

n=329



引上げあり
95.5%

引上げなし
4.5%
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（１）引上げの有無 （２）引上げの要因（２つまで）

２．大卒初任給引上げの有無（過去３年間）

19.5%

33.9%

83.4%

45.0%

5.8%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

物価上昇への対応

既存社員のベースアップ

人材の確保

他社引上げに伴う影響

社員のエンゲージメント向上

その他

※（１）で「引上げあり」と回答した315社のうち、この項目に回答した313
社を100として集計

※「その他」の回答としては、「人事制度改定（賞与リバランス）」などが
あった

n=330 n=313



12.9%

6.1%

7.4%

14.3%

6.1%

3.7%

31.8%

18.6%

15.7%

28.3%

43.4%

46.2%

9.8%

16.9%

18.7%

2.8%

8.8%

8.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2023年度

2024年度

2025年度

０円（引上げなし） 1～5,000円未満 5,000～10,000円未満

10,000～20,000円未満 20,000～30,000円未満 30,000円以上
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３．各年度における大卒初任給引上げ額（過去３年間）

286n=

295n=

299n=



30

４．大卒初任給引上げにおける原資（過去３年間）

※「その他」の回答としては、「既存社員のベースアップ含めて原資を追加」などがあった

既存社員を含めた給与等

人件費の原資内で調整
37.0%

新たに初任給引上げの

原資を追加
60.8%

その他
2.3%

n=311



従来の賃金カーブを

維持するために、

既存社員を対象に

ベースアップ等を行った。
56.1%

既存社員を対象に

ベースアップ等を行ったが、

従来より新入社員との賃金水準の差が

縮小している。
38.7%

既存社員を対象にベースアップ等を行わなかったが、

新入社員との賃金水準に逆転は生じていない。
3.9%

既存社員を対象にベースアップ等を行わず、

新入社員との賃金水準に逆転が生じており、

経過措置等対策を講じている。
1.3%
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５．大卒初任給引上げに伴う既存社員の給与水準

n=310



定期的に調査している
77.7%

不定期で調査している、

または、調査を検討中
15.2%

調査しておらず、

今後も調査する予定はない
7.1%

Ⅲ 社員エンゲージメント

32

１．社員エンゲージメントの調査

n=336



（２）社員のエンゲージメントが低い層
（あてはまるものすべて）

多くの社員の

エンゲージメントが

高い
24.7%

エンゲージメントが高い層と

低い層が混在している
73.7%

多くの社員の

エンゲージメントが低い
1.6%
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※（１）で「エンゲージメントが高い層と低い層が混在している」「多くの社
員のエンゲージメントが低い」と回答した232社のうち、この項目に回答し
た224社を100として集計

※「高い層と低い層がある」場合、特に低い層について当てはまるものを回答

7.1%

12.1%

14.3%

3.6%

41.1%

45.5%

63.8%

30.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

２．社員のエンゲージメント

（１）現状

n=308 n=224

管理職（シニア層）

管理職（ミドル層）

管理職（中堅層）

管理職（若手層）

非管理職（シニア層）

非管理職（ミドル層）

非管理職（中堅層）

非管理職（若手層）



実施している
83.6%

実施していないが、

実施を検討中
12.2%

実施しておらず、

実施する予定はない
4.2%

３．社員のエンゲージメント向上に向けた取組みの実施状況

34

n=336



Ⅳ ジョブ型雇用
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１．導入状況

（１）導入有無

導入している

（導入予定・

検討中含む）

26.4%

導入していない

73.6%

n=337

導入済

75.0%

導入予定

10.2%

導入を検討中

14.8%

n=88

※ ジョブ型雇用：当該職務・仕事の遂行に必要な知識や能力を有する社員を配置・異動して活躍してもらう専門業務型・
プロフェッショナル型に近い雇用区分

※（１）で「導入している（導入予定・検討中含む）」と回答した89社のうち、
この項目に回答した88社を100として集計



36

１．（２）導入時期

n=318

※（１）で導入有無を回答した337社のうち、導入有無・導入（予定）時期が明確な318社を集計
※ 2026年・2027年は導入予定時期

2.8%

0.6%

0.3%

0.6%

1.3%

1.6%

1.3%

3.1%

1.3%

3.5%

2.8%

2.5%

0.3%

78.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

～2015年

2016年

2017年

2018年

2019年

2020年

2021年

2022年

2023年

2024年

2025年

2026年

2027年

未導入
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１．（３）導入理由（２つまで）

38.2%

62.9%

70.8%

25.8%

7.9%

6.7%

0% 20% 40% 60% 80%

専門性を持つ社員の重要性が高まったため

優秀な人材を確保・定着させるため

仕事・役割・貢献を適正に処遇へ反映するため

職務内容を明確にするため

社員のエンゲージメントを高めるため

その他

※（１）で「導入している（導入予定・検討中含む）」と回答した89社を100として集計
※「その他」の回答としては、「人事制度のグローバル化」「若手抜粋による組織活性化」などがあった

n=89
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２．ジョブ型雇用の適用範囲（あてはまるものすべて）

22.9%

43.4%

19.3%

2.4%

15.7%

16.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

社員全員

管理職全員

管理職の一部

一般社員（非管理職）全員

一般社員（非管理職）の一部

その他

※ １．（１）で「導入している（導入予定・検討中含む）」と回答した89社のうち、この項目に回答した83社を100として集計
※「その他」の回答としては、「課長級以上」「特定職務に限定」などがあった

n=83
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３．ジョブディスクリプション（職務記述書）の適用対象者（あてはまるものすべて）

※ １．（１）で「導入している（導入予定・検討中含む）」と回答した89社のうち、この項目に回答した73社を100として集計
※「その他」の回答としては、「一部の職種限定」「総合職の一般社員」などがあった

28.8%

35.6%

19.2%

1.4%

12.3%

16.4%

0% 10% 20% 30% 40%

社員全員

管理職全員

管理職の一部

一般社員（非管理職）全員

一般社員（非管理職）の一部

その他

n=73
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４．（１）ジョブディスクリプションの更新頻度（予定含む）

※ １．（１）で「導入している（導入予定・検討中含む）」と回答した89社のうち、この項目に回答した86社を100として集計

約１年おき、

またはそれ以上の頻度
29.1%

約１～２年おきの頻度

15.1%

約３～５年おき、

またはそれ以下の頻度
15.1%

定期的な更新は

していない
40.7%

n=86
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※ １．（１）で「導入している（導入予定・検討中含む）」と回答した89社のうち、この項目に回答した85社を100として集計
※「その他」の回答としては、「社内の委員会」などがあった

４．（２）ジョブディスクリプションのメンテナンス所管箇所（予定含む）
（あてはまるものすべて）

68.2%

25.9%

52.9%

14.1%

0% 20% 40% 60% 80%

人事部等の人事担当部署

各事業部門の人事担当

現場等のジョブ型雇用が

適用されている社員の

所属箇所の上司

その他

n=85
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※ １．（１）で「導入している（導入予定・検討中含む）」と回答した89社のうち、この項目に回答した85社を100として集計
※「その他」の回答としては、「職務給・役割給・成果給複合」「各種手当での処遇」などがあった

５．（１）ジョブ型雇用における賃金項目

職務給・仕事給

55.3%
役割給

25.9%

その他

18.8%

n=85
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※ １．（１）で「導入している（導入予定・検討中含む）」と回答した89社のうち、この項目に回答した85社を100として集計

単一給

17.6%

範囲給

82.4%

５．（２）ジョブ型雇用における賃金制度

n=85



ジョブ型雇用を

導入する際に活用した
25.3%

存在は知っているが

特に活用していない
65.5%

存在を知らない
9.2%
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※ １．（１）で「導入している（導入予定・検討中含む）」と回答した89社のうち、この項目に回答した87社を100として集計
※ ジョブ型人事指針：内閣官房・経済産業省・厚生労働省が2024年８月に公表

６．政府「ジョブ型人事指針」の認知・活用割合

n=87
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※ １．（１）で「導入していない」と回答した248社のうち、この項目に回答した238社を100として集計
※「その他」の回答としては、「人財配置の柔軟性を損なう」「自社の賃金制度に馴染まない」「制度設計が困難」などがあった

７．導入していない理由（２つまで）

28.6%

40.3%

17.6%

50.4%

3.4%

1.3%

10.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

ジョブ型雇用を導入する

必要性を感じていない

職務を明確化しにくい

職務記述書の作成が難しい

自社の職務・業態になじまない

時間管理をベースとした

労働法制上の制約がある

労働組合との調整が困難

その他

n=238



導入しており、

積極的に運用している
12.4%

導入しているが、

運用実績は少ない
13.6% 現在、導入に向けて

検討している
5.6%

導入していたが

運用を停止（廃止）した
0.6%

その他
4.7%

導入していない
63.0%

Ⅴ 社内副業

46

１．社内副業制度の導入・運用状況

※「その他」の回答としては、「禁止はしていない」「個別に可否を判断」などがあった

n=338



32.2%

31.0%

14.9%

2.3%

46.0%

54.0%

60.9%

8.0%

4.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

プロジェクト等に必要な人材の確保

社内・グループ企業や顧客等との人脈

・関係づくり

新規事業の創出や新たな製品・サービスの

スピーディーな開発・提供

業務効率化（生産性向上）

個人の意識や組織カルチャーの変革

副業社員の能力・スキルの向上

副業社員のモチベーションや

エンゲージメントの向上

企業イメージや採用競争力の向上

その他
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２．（１）社内副業によって得られた効果（３つまで）

※ １．で「導入しており、積極的に運用している」「導入しているが、運用実績は少ない」と回答した88社のうち、この項目に回答した87
社を100として集計

※「その他」の回答としては、「コロナ禍の社員の減収に対する補填」があった

n=87



22.7%

44.3%

38.6%

31.8%

28.4%

26.1%

13.6%

4.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

48

２．（２）社内副業における今後の課題（３つまで）

※ １．で「導入しており、積極的に運用している」「導入しているが、運用実績は少ない」と回答した88社を100として集計
※「その他」の回答としては、「機密管理」「兼業内容が利益相反に逸脱しないかの確認」などがあった

副業社員の健康管理

副業に対する主業の上司の理解

副業社員と主業の上司、副業の上司との連携
（業務の進捗・量や健康状態等に関する

３者間のコミュニケーションの促進）

副業の成果の見える化

副業社員の評価方法に関する運用改善
（評価方法の明確化・統一・見直し等）

副業の公募に対する積極的な応募の促進

特になし

その他

n=88



117n=

112n=

採用している
37.0%

採用していない
55.6%

わからない・答えられない
7.4%

26.5%

22.3%

66.7%

73.2%

3.4%

0.9%

2.6%

1.8%

0.9%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新卒採用

経験者採用

0人 １～10人 11～20人 21～30人 31人以上
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１．博士人材の採用有無と2024年度の採用内訳

Ⅵ 博士人材の採用・雇用状況

（１）採用有無 （２）採用内訳（2024年度）

n=338

※（１）で「採用している」と回答した125社のうち、新卒採用に回答のあった
117社、経験者採用に回答のあった112社をそれぞれ100として集計



増えた
40.0%

変わらない
35.2%

減った
16.8%

わからない・答えられない
8.0%
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２．2023年度と2024年度の採用数比較

※ １．（１）で「採用している」と回答した125社を100として集計

n=125



採用数を増やす予定
13.6%

採用数は現状を

維持する予定
30.4%

採用数を減らす予定
0.8%

現時点で未定
55.2%
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３．今後２～３年程度先を見通した博士人材の採用方針・方向性

※ １．（１）で「採用している」と回答した125社を100として集計
※「採用しない予定」の回答はなし

n=125



52

４．博士人材の採用・育成に向けた具体的な取組み（あてはまるものすべて）

52.5%

36.9%

34.4%

32.0%

22.1%

17.2%

4.9%

43.4%

18.0%

38.5%

37.7%

4.9%

22.1%

1.6%

7.7%

23.1%

7.7%

38.5%

23.1%

23.1%

11.5%

11.5%

11.5%

11.5%

7.7%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

インターンシップの実施

配属先を確約した採用の実施

通年採用の実施

魅力的な処遇・報酬の提示

博士人材のキャリアパスの提示

求める博士人材像の対外発信

クロスアポイントメント制度の活用

大学との共同研究の推進

大学院教育プログラムへの参画

学会への参加

従業員の大学院派遣・進学支援

その他

特になし

博士人材は採用しない・採用する予定がない

現状の取組み(n=122) 今後２～３年程度に予定する取組み(n=26)

※ １．（１）で「採用している」と回答した125社のうち、この項目に回答した122社を100として集計
※ 今後２～３年程度の間に予定している取組みの数値は、現状の取組みとの重複回答を除いた数値（新たに取り組む予定とした企業のみ集計）
※「その他」の回答としては、「博士課程進学予定学生の奨学金に対する入社後返済支援」「ポスドクの嘱託契約」などがあった



取り組んでいる
83.4%

取り組んでいないが、

取組みを検討している
8.6%

取り組んでおらず、

取組みの予定もない
8.0%

Ⅶ 健康経営
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１．健康経営®の取組み状況

n=337

※「健康経営®」はNPO法人健康経営研究会の登録商標



85.8%

88.7%

70.6%

57.4%

67.7%

69.4%

65.5%

71.9%

45.5%

40.6%

2.9%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従業員の生活習慣や健康に

関するリテラシーの向上

従業員の健康増進

（健康状態の改善や行動変容等）

従業員の満足度、モチベーションの向上

従業員間のコミュニケーションの

改善・導入・拡充

従業員の生産性向上

労働時間の適正化、ワーク・ライフ・

バランスの推進

欠勤者、休業者・離職者の低下

企業イメージ・企業ブランドの向上

業績の向上（売上高・利益の改善）

医療費の増加抑制による企業負担の軽減

効果を感じられていない

（まだ取り組んでいない場合を含む）

その他
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２．（１）健康経営の取組みによって得られた効果（あてはまるものすべて）

※ １．で「取り組んでいる」「取り組んでいないが、取組みを検討している」と回答した310社を100として集計
※「その他」の回答としては、「ストレス低減」「女性やシニアの活躍推進」などがあった

n=310



42.6%

82.9%

45.8%

39.0%

30.0%

21.9%

61.0%

24.8%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経営層のコミットメント・課題共有

従業員の関心・取組み意欲の向上

取組み推進に関する予算・人員確保

取組み推進に関する連携体制の整備や役割分担

各種施策の実施手順や方法

健康経営戦略マップの作成や活用の在り方

定量的な健康経営の効果の算出や可視化の方策

健康経営に関する非財務情報の開示

その他
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２．（２）健康経営の取組みにおける課題（あてはまるものすべて）

※ １．で「取り組んでいる」「取り組んでいないが、取組みを検討している」と回答した310社を100として集計
※「その他」の回答としては、「従業員が効果を実感できる健康施策の企画・推進（低関心層へのアプローチ含む）」などがあった

n=310



25.8%

31.3%

54.5%

14.8%

19.4%

16.8%

15.5%

19.4%

12.9%

14.8%

14.2%

17.4%

15.2%

29.7%

7.7%

1.9%

8.7%

5.8%

0.3%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

56

２．（３）健康経営の取組みにおける今後の関心事項（３つまで）

※ １．で「取り組んでいる」「取り組んでいないが、取組みを検討している」と回答した310社を100として集計
※「その他」の回答としては、「管理専門職の労働時間に対するアプローチ（自分自身・組織の労働時間マネジメント）」があった

n=310

健康状態に関わらない全従業員に対する疾病の発生予防

生活習慣病等の高リスク者に対する重症化予防

従業員のメンタルヘルス対策
従業員の生産性低下防止・事故発生予防

（肩こり・腰痛等の予防、転倒の予防等）
女性特有の健康関連課題への対応

高年齢従業員の健康や体力の状況に応じた取組み

休職後の職場復帰、仕事と治療の両立

労働時間の適正化

仕事と育児の両立

仕事と介護の両立

従業員間のコミュニケーションの促進

従業員の喫煙率低下

従業員の睡眠改善に関する取組み

定量的な健康経営の効果の算出や可視化

健康経営に関する非財務情報の開示

健康経営施策の従業員家族への展開

取引先企業や地域を巻き込んだ取組み

健康経営の国際展開（海外子会社を巻き込んだ取組み等）

特になし

その他



9.0% 11.9% 22.4% 25.4% 17.9% 13.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

０％以上20％未満 20％以上40％未満 40％以上60％未満

60％以上80％未満 80％以上100％未満 100％以上

n=335

6.8% 7.4% 18.8% 57.4% 9.3%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

５日未満 ５日以上14日未満 14日以上１ヵ月未満

１ヵ月以上３ヵ月未満 ３ヵ月以上６ヵ月未満 ６ヵ月以上

n=324
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１．2024年の事業年度における男性社員の育児休業取得率・平均取得日数

（２）平均取得日数

Ⅷ 両立支援

平均値：63.1％
（前年度：55.4％）

平均値：46.4日
（前年度：45.3日）

（１）取得率



導入している
83.1%

導入していないが、

導入を検討している
4.7%

導入しておらず、

導入の予定もない
12.2%

Ⅸ 女性社員の健康
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１．女性社員の健康に関するサポート（福利厚生制度等）の導入状況

n=337
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２．（１）女性社員の健康に関する具体的な取組み（あてはまるものすべて）

※ １．で「導入している」「導入していないが、導入を検討している」と回答した296社のうち、この項目に回答した293社を100として集計
※「その他」の回答としては、「女性健康相談窓口の設置」「女性の健康に関する職場での コミュニケーション研修」などがあった

n=293

80.5%

66.6%

51.2%

58.7%

36.5%

21.5%

11.3%

16.0%

9.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生理有給休暇制度

子宮頸がん、子宮体がん、乳がんなどの

検診の費用補助制度

産業医・産婦人科医など専門医と連携した

アドバイスや医療機関紹介などのサポート

不妊治療・通院のための休暇・休職制度

総務・人事部門などからの女性社員に

対する助言・サポート

女性の健康課題に関する検診・受診の

ための有給休暇

更年期障害のための休暇・休職制度

不妊治療のための費用補助制度

その他



55.7%

90.7%

89.6%

36.1%

24.3%

3.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

治療・通院と仕事を両立するための

柔軟な勤務形態の整備

フレックス勤務、短時間勤務、時間有休

など時間的勤務形態の多様化

家族の病気や介護による休暇、仕事との

両立を図るための支援

ライフワークバランスやライフ

プランニングに関する研修

配偶者同行制度

その他
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２．（２）女性社員の健康状況に応じた柔軟な働き方に関する具体的な制度
（あてはまるものすべて）

※ １．で「導入している」「導入していないが、導入を検討している」と回答した296社のうち、この項目に回答した280社を100として集計
※「その他」の回答としては、「マタニティサポート休暇」「育児・介護・治療を理由に退職した従業員が再入社を希望することができる

制度」などがあった

n=280



71.6%

70.5%

46.7%

6.9%

0% 20% 40% 60% 80%

女性特有の健康課題や女性にあらわれる症状、

女性の働き方サポートに関する理解促進

育休（育児休業）やがんからの復帰サポートに

関する理解促進

管理職層をはじめとする、女性の制度利用に

対するコミュニケーションの指導

その他
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２．（３）女性社員の健康に関する理解促進のための具体的な制度
（あてはまるものすべて）

※ １．で「導入している」「導入していないが、導入を検討している」と回答した296社のうち、この項目に回答した261社を100として集計
※「その他」の回答としては、「女性の健康課題に関するセミナーを定期開催」「女性社員間で意見交換する場を設けている」などがあった

n=261



74.0%

58.9%

70.4%

60.1%

32.0%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

タイムレコーダー（紙、ＩＣカード、

勤怠システム等）による打刻

管理職による確認・記録

社員による自己申告・記録

パソコンの使用時間による記録

職場・事業場への入退館記録との連携

その他

Ⅹ 働き方改革に向けた取組み
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１．社員の労働時間の管理方法（あてはまるものすべて）

※「その他」の回答としては、「定期的に勤務簿の一斉調査を実施」などがあった

n=338



8.6%

43.6%

45.4%

6.5%

19.0%

10.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

前日までの事前申請・承認が原則

当日の時間外労働開始前までの申請・

承認が原則

事前申請・承認が原則だが、事後申請・

承認も認めている

事後申請・承認が原則

システム打刻による自動承認

（申請不要）

その他
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２．社員の時間外労働の申請・承認方法（あてはまるものすべて）

※「その他」の回答としては、「フレックスタイム制による月単位での申請・承認」「申請手続きは採用せず、必要に応じて上司が命じる」
などがあった

n=337



82.5%

89.1%

29.9%

55.6%

30.8%

16.9%

10.7%

8.0%

6.8%

49.1%

90.5%

63.0%

73.7%

51.2%

4.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

64

３．社員の労働時間の適正化の取組み（あてはまるものすべて）

※「その他」の回答としては、「ＰＣ利用時間の制限」「オフィス内に一定時刻（18時、20時）に帰宅を促すアナウンスを実施」などがあった

n=338

勤怠システムによる時間外労働の通知・警告

管理職や人事部門による時間外労働の削減の呼びかけ・警告

１日あたりの時間外労働の上限を設定

週または月の時間外労働の上限を設定

勤務間インターバル制度の導入・運用

オフィスの自動消灯時間を設定

サーバーや業務システムへのアクセス可能時間を設定

管理職の人事考課項目に部下の「時間外労働の削減」を設定

社員の人事考課項目に「時間外労働の削減」を設定

ノー残業デーの設定・運用

年次有給休暇取得の促進

業務の削減やプロセス見直し

ＤＸ・ＡＩの活用による業務効率化

業務委託やアウトソーシングの活用

その他



72.6%

73.3%

4.9%

73.3%

3.3%

22.5%

29.5%

28.6%

5.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%
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４．社員の労働時間の適正化に関する課題（あてはまるものすべて）

※「その他」の回答としては、「取引先との業務連動があり、時間がコントロールできない」「季節要因」などがあった

n=329

業務量が多く時間外労働が発生

人員不足により時間外労働が発生

時間外労働の削減が先行して業務の停滞や利益の減少が発生

管理職の業務負担が増大

時間外労働の申請・承認フローにより急な残業や
業務調整への対応が困難

残業をしても「成長を実感できる仕事をしたい」
「区切りのいいところまで働きたい」とのニーズへの対応が困難

業務の削減やプロセス見直しの未着手・停滞

ＤＸ・ＡＩの活用による業務効率化の未着手・停滞

その他



43.5%

66.7%

43.5%

23.8%

17.6%

28.0%

3.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

計画的なＯＪＴの実施

階層別研修の導入・拡充

e-LearningやＷＥＢ研修の導入・拡充

選抜型・公募型研修の実施

外部研修や異業種交流への派遣

自己啓発支援（時間的配慮や経済的支援

を含む）の導入・拡充

その他

Ⅺ 若年社員の活躍推進

66

１．若年社員の能力開発に向けた重点的な施策（２つまで）

※「その他」の回答としては、「人事部門によるメンター制度」「ＩＰＤシステムによる計画的・段階的な能力開発（ＯＪＴ・Ｏｆｆ－ＪＴ）」
などがあった

n=336



70.8%

46.3%

15.5%

18.0%

50.3%

6.5%

8.4%

11.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

キャリア面談の実施・拡充

メンター制度の導入・拡充

キャリア相談室の設置

キャリアパスの提示

社内公募制度や社内ＦＡ制度の導入・拡充

社内インターンの実施

社内副業の実施

その他
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２．若年社員のキャリア支援に向けた重点的な施策（３つまで）

※「その他」の回答としては、「キャリアデザイン研修」「海外大学院留学制度、語学研修・資格取得支援制度」などがあった

n=322


